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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　構造部材間の固定度が低い低固定度建物の防音床構造であり、床基版と、前記床基版を
支持する支持構造部材と、前記床基版と前記支持構造部材との間の防音部材とを備えてお
り、前記防音部材が、前記床基版に衝撃が加わったときの衝撃力を緩和し、前記支持構造
部材への衝撃力の振動伝達を抑制する防音床構造であって、
　前記防音部材が、再生ブチルゴムより選ばれる少なくとも１種のゴム成分で加硫ゲル分
を含むものの３０～９０重量％と、ハードセグメントをスチレンとし、ソフトセグメント
を、ブタジエン、イソプレン及びそれらの水素添加物、及びポリ（エチレン・ブチレン）
からなる群より選ばれる少なくとも１種のものとする熱可塑性エラストマーの１０～７０
重量％とから構成される加硫ゴムから得られ、前記防音部材が３５％以下の反発弾性率（
ＪＩＳ－Ｋ－６２５５、５～３５℃に従う測定値）及び２５％以下の圧縮永久歪（ＪＩＳ
－Ｋ－６２６２、標準状態、１６８時間に従う測定値）を有していることを特徴とする防
音床構造。
【請求項２】
　前記防音部材が歪抑制材として粉末ゴムやゴムチップを含むことを特徴とする請求項１
記載の防音床構造。
【請求項３】
　前記防音部材の上下面の少なくとも一方に粘着層が設けられていることを特徴とする請
求項１又は２記載の防音床構造。
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【請求項４】
　前記防音部材の全周に、フィルム、シート又は箔からなる耐気体透過性層が囲着されて
いることを特徴とする請求項１～３の何れか一項記載の防音床構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明に属する技術分野】
本発明は、構造部材間の固定度が低い低固定度建物の防音床構造に関する。
【０００２】
【従来の技術】
木造、ツーバイフォー造、鉄骨造等の戸建住宅や低層集合住宅等は、床、壁、梁、柱等の
構造部材相互間の固定度がＲＣ造建物と比べ相対的に低い低固定度建物である。
【０００３】
低固定度建物においては、ＡＬＣ床版、ＰＣ床版、中空押出セメント床版等からなる無機
質床版、木質材を組合せてなる木質床パネル、合板、パーチクルボード、根太等の木質材
、コンクリート石膏ボード、ＡＬＣ、中空押出セメント板等の無機質材、鋼板、鋼材等の
金属材、及び各種吸音材を任意に組合せた複合パネルからなる群より選ばれた床基版が用
いられる。
【０００４】
床基版と、この床基版を支持する梁、大引等の支持構造部材との間には、振動絶縁材が設
けられ、特に、振動絶縁材は、床基版に衝撃が加わった時に、床基版への衝撃力を緩和し
、梁等の支持構造部材側への振動伝達を抑制し、床構造の防音に寄与する。
【０００５】
木造等の戸建住宅や低層集合住宅には、ＲＣ造の様な床、壁、梁、柱等の構造部材相互間
を高い固定度とすることは容易ではなく、又、重量床衝撃音の対策も、ＲＣ造では、床厚
を増すことによる剛性増、重量増とする手法が古くより行われているが、木造等の低固定
度建物では、構造部材間は低固定度であるので単に床の剛性増、重量増で対処することは
できない。
【０００６】
かかる重量床衝撃音の対策には、種々の床材をはじめ各種建築部材を改良する多くの試み
がなされている。本発明者は、ポリノルボーネンゴムを１５～８５重量％含有させた振動
絶縁材が、低反発挙動を示し、床版と梁の間に介在させることにより重量床衝撃時に衝撃
力を低減させることを示している（特に、特許文献１参照）。
【０００７】
【特許文献１】
特開２０００－６４４８１号公報
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、ポリノルボーネンゴムは、高価で感温性が強い欠点がある。又、近年使用量の少
なさから生産中止となったこともあって、ポリノルボーネンゴムを使用せずに低反発挙動
を示し、感温性の少ない振動絶縁材を早急に確立する必要が生じた。
【０００９】
本発明の課題は、低反発挙動を示すのはもちろん、感温性が抑制された防音部材によって
、低固定度建物の床構造に優れた防音性能を発揮させることである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、構造部材間の固定度が低い低固定度建物の防音床構造であり、床基版と、前
記床基版を支持する支持構造部材と、前記床基版と前記支持構造部材との間の防音部材と
を備えており、前記防音部材が、前記床基版に衝撃が加わったときの衝撃力を緩和し、前
記支持構造部材への衝撃力の振動伝達を抑制する防音床構造であって、前記防音部材が、
ブチルゴム、再生ゴム、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン多元共重
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合体、ポリイソブチレン、部分架橋ブチルゴム及び熱可塑性エラストマーからなる群より
選ばれる少なくとも１種のポリマー成分から得られており、前記防音部材が３５％以下の
反発弾性率を有している、防音床構造に関するものである。
　特に、本発明は、構造部材間の固定度が低い低固定度建物の防音床構造であり、床基版
と、前記床基版を支持する支持構造部材と、前記床基版と前記支持構造部材との間の防音
部材とを備えており、前記防音部材が、前記床基版に衝撃が加わったときの衝撃力を緩和
し、前記支持構造部材への衝撃力の振動伝達を抑制する防音床構造であって、
　前記防音部材が、再生ブチルゴムより選ばれる少なくとも１種のゴム成分で加硫ゲル分
を含むものの３０～９０重量％と、ハードセグメントをスチレンとし、ソフトセグメント
を、ブタジエン、イソプレン及びそれらの水素添加物、及びポリ（エチレン・ブチレン）
からなる群より選ばれる少なくとも１種のものとする熱可塑性エラストマーの１０～７０
重量％とから構成される加硫ゴムから得られ、前記防音部材が３５％以下の反発弾性率（
ＪＩＳ－Ｋ－６２５５、５～３５℃に従う測定値）及び２５％以下の圧縮永久歪（ＪＩＳ
－Ｋ－６２６２、標準状態、１６８時間に従う測定値）を有していることを特徴とする防
音床構造に係るものである。
【００１１】
本発明は、床基版と、この床基版を支持する支持構造部材との間に、所定の材質からなる
低反発挙動及び低感温性を示す防音部材を設けることによって、床衝撃力の緩和、床基版
からの低周波帯域の放射音の低減、及び支持構造部材への振動伝達の抑制が安定して発揮
されるという知見に基づくものである。
【００１２】
　上記特性を満足する防音部材は、ブチルゴム、再生ゴム、エチレン－プロピレン共重合
体、エチレン－プロピレン多元共重合体、ポリイソブチレン、部分架橋ブチルゴム及び熱
可塑性エラストマーからなる群より選ばれる少なくとも１種のポリマー成分から選ばれ、
特に再生ブチルゴムより選ばれる少なくとも１種のゴム成分で加硫ゲル分を含むものの３
０～９０重量％と、ハードセグメントをスチレンとし、ソフトセグメントを、ブタジエン
、イソプレン及びそれらの水素添加物、及びポリ（エチレン・ブチレン）からなる群より
選ばれる少なくとも１種のものとする熱可塑性エラストマーの１０～７０重量％とから構
成される加硫ゴムから得られる。
【００１３】
本発明によれば、床基版と支持構造部材との間の防音部材が、所定の材質からなる低反発
挙動及び低感温性を示すので、床衝撃力の緩和、床基版からの低周波帯域の放射音の低減
、及び支持構造部材への振動伝達の抑制が安定して発揮される。
【００１４】
【発明の実施の形態】
本発明の実施をする形態について説明する。
本発明は、所定の反発弾性率を示す一定の材質の防音部材が、床基版と支持構造部材との
間に設けられている低固定度建物用の防音床構造に係るものである。
【００１５】
（１）低固定度建物
木造、ツーバイフォー造、鉄骨造等の戸建住宅や低層集合住宅等の建物であり、構造部材
相互間の固定度がＲＣ造建物と比べ相対的に低い建物である。構造部材は、建物の基礎構
造を形作る部材であり、床、壁、梁、柱等である。
【００１６】
（２）床基版
床構造の基礎を形作るものである。無機質床版、木質床パネル及び複合床パネルからなる
群より選ばれる。詳細には、ＡＬＣ床版、ＰＣ床版、中空押出セメント床版等からなる無
機質床版、木質材を組合せてなる木質床パネル、合板、パーチクルボード、根太等の木質
材、コンクリート石膏ボード、ＡＬＣ、中空押出セメント板等の無機質材、鋼板、鋼材等
の金属材、及び各種吸音材を任意に組合せた複合床パネル等からなる群より選ぶことがで
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きる。
【００１７】
（３）支持構造部材
構造部材のうち、床基版を支持する部材である。代表的には、梁、大引等を挙げることが
できる。
【００１８】
（４）防音部材
床基版と支持構造部材との間に設けられる。床基版に衝撃が加わった時の衝撃力を緩和し
、支持構造部材への衝撃力の振動伝達を抑制する。
【００１９】
　ブチルゴム、再生ゴム、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン多元共
重合体、ポリイソブチレン、部分架橋ブチルゴム及び熱可塑性エラストマーからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマー成分から選ばれ、特に再生ブチルゴムより選ばれる
少なくとも１種のゴム成分で加硫ゲル分を含むものの３０～９０重量％と、ハードセグメ
ントをスチレンとし、ソフトセグメントを、ブタジエン、イソプレン及びそれらの水素添
加物、及びポリ（エチレン・ブチレン）からなる群より選ばれる少なくとも１種のものと
する熱可塑性エラストマーの１０～７０重量％とから構成される加硫ゴムから得られる。
【００２０】
防音部材は、３５％以下、好ましくは、０～２５％の反発弾性率を有する。反発弾性率は
、ＪＩＳ－Ｋ－６２５５に規定する標準状態において測定することができる。
３５％より高い反発弾性率では、防音部材のゴム弾性が高く、いつまでも振動減衰し難い
床基版になり易く、床基版自体も放射音を長く発生させることになる。したがって、反発
弾性率は低い程この傾向がなく好ましい。
【００２１】
（４－１）粘弾性ポリマー
防音部材は粘弾性ポリマーであり、なかでも粘性に富んだ粘弾性ポリマーは、ゴム弾性が
抑えられ、低反発特性を有しているので、バネとしての作用が少なく、粘性抵抗成分が増
加しているものである。なお、防音部材は、３５％以下の反発弾性率を有するので、居住
温度域では、衝撃反力が弾性に富む粘弾性ポリマーに比べ小さくなっている。
【００２２】
それ故、防音部材上の床基版が加振されると、防音部材の粘性抵抗によって床の加振力を
弱める。また、かかる防音部材は、ゴム弾性が抑制されているために、床基版が加振反力
によって飛び跳ねようとする力も抑制する。それ故、床基版の振幅は少なくなり、減衰も
早くなる。その結果、床基版からの放射音は低減する。
【００２３】
更に、防音部材の下にある床基版を支持している支持構造部材への振動伝達も抑制、防止
する。その結果、下室の壁や天井への固体振動も抑制でき、建築物全体として低周波のみ
ならず高周波音も低減でき、重量床衝撃音レベルの低減度以上に聴感上、騒音が著しく静
かになる。
【００２４】
防音部材は、粘弾性ポリマーが、組成物としての１０～７０重量％を占めることができる
。この粘弾性ポリマーは、防音部材の反発挙動、圧縮永久歪を決定する上で重要な成分で
ある。
【００２５】
粘弾性ポリマー成分は、ブチルゴム、再生ゴム、エチレン－プロピレン共重合体、エチレ
ン－プロピレン多元共重合体、ポリイソブチレン、部分架橋ブチルゴム及び熱可塑制エラ
ストマーからなる群より単独、若しくは複数併用して選べばよい。
【００２６】
（４－２）再生ゴム
なかでも、好ましくは、防音部材を構成するポリマー成分には、再生ゴムを用いる。本発
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明では、再生ゴムは、少なくとも加硫ゲル分を含むポリマー成分を意味する。
【００２７】
　特に、ポリマー成分中、再生ゴムのゴム成分が３０重量％以上を占め、かつ、残余のポ
リマー成分を熱可塑性エラストマーとした場合、良好な結果が得られる。また、より一層
特に、ポリマー成分中、再生ブチルゴムのゴム成分が３０～９０重量％を占め、熱可塑性
エラストマーが１０～７０重量％を占める。ポリマー成分中、再生ブチルゴムのゴム成分
が３０重量％未満では、加硫ゲル分とカーボン分の相乗効果による流動抵抗力が少なくな
り、低反発弾性が得られない。また、非加硫タイプで使用する場合は、圧縮永久歪が大き
くなり本発明には適さなくなる。
【００２８】
再生ゴムは、原料の屑ゴムのゴム分子を解重合によって再生するもので、屑ゴムの加硫部
から硫黄を取り除いたものではない。再生ゴムは熱と圧力と再生油とロール操作によって
再生され、ゴム分子が解重合する工程はロールの剪断力と微量の酸素により行われ、解重
合の結果、小分子の加硫ゴムと小分子の末加硫ゴムに分離し、小分子の加硫ゴムは加硫ゲ
ル分として流動抵抗として働き、小分子の末加硫ゴムは残存する二重結合を有し、加硫さ
れる。
【００２９】
本発明において、再生ゴムが良好な理由は、再生ゴム中には、加硫ゲルと、一般的にはカ
ーボンとが含まれており、適度な補強効果があり、何れも流動抵抗として作用する。しか
も、通常は欠点とされる弾性がバージンゴムと比べ劣り、低反発弾性率となり、かつ粘性
が増すためである。
【００３０】
再生ゴムは、主として、原料として天然ゴムが主であるタイヤ再生、原料としてブチルゴ
ムが主であるチューブ再生、屑ゴム材料により異なる雑再生のものがある。これら再生ゴ
ムは、何れも前記長所を有するが、なかでも再生ブチルゴムは、バージンブチルの有する
コールドフロー現象を示さず、クリープ特性に優れ、圧縮変形させた後の歪を受け難いと
いう特徴をも併せ持っており、防音部材には好適である。
【００３１】
（４－３）非加硫系又は加硫系
　防音部材は、粘弾性ポリマー成分とゴム配合物を含有させて、非加硫系でも、加硫系で
もどちらでも供用できる。つまり、前述のポリマー成分は、加硫系、非加硫系何れの系で
もよく、防音部材を構成することができるが、加硫系がよい。特に、感温性の少ない低反
発弾性率は、前記ポリマーで得られるためであり、床荷重を支持する必要があるため圧縮
永久歪をできるだけ小さくする必要があるためである。
【００３２】
低反発弾性率を示すだけでは、ポリノリボーネンゴムが知られているが、感温性が高く、
夏冬の温度差で重量床衝撃音の結果が変化する。このとき、非加硫系とする場合には、特
にブチルゴムや低分子量ポリイソブチレンはコールドフロー特性を有するので、それ等の
変わりに、再生ブチルゴム、部分架橋ブチルゴムを用いることができる。その理由は、再
生ブチルゴムが、バージンブチルゴムと比べ、加硫ゲル分とカーボンとを含む場合が多く
、流動し難く、耐クリープ特性が改善されるためである。それと同様に、部分架橋ブチル
ゴムは、部分架橋により流動が阻害され、クリープ特性が改善されるためである。
【００３３】
非加硫系では、加硫工程が省略でき、端材も再投入ができ、材料ロスが生じないというコ
ストと環境の両面でメリットがあり、低反発弾性の点では、架橋点が無いこともあって非
常に良好な低反発弾性が得られる。
【００３４】
ところが反面、非加硫系においては、圧縮永久歪を受け易いという点が残されている。こ
の対応には、熱可塑性エラストマーの併用が有効である。熱可塑性エラストマーには、塑
性変形を阻止する拘束成分であるハードセグメントとエントロピー弾性を発揮させるため
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のゴム成分であるソフトセグメントが存在しており、供用温度域では加硫ゴムと同様の復
元性が得られる特徴があり、熱可塑性エラストマーを併用することで、圧縮永久歪を適正
範囲にできると共に、低反発弾性であることでも満足できる物が得られる。
【００３５】
このようにして得られる防音部材は、床基版と梁の間に設置して重量床衝撃音を測定した
所、良好な結果を得ることができた。このとき、熱可塑性エラストマーは、ハードセグメ
ントをスチレンとし、ソフトセグメントをブタジエン、イソプレン及びそれらの水素添加
物、及びポリ（エチレン・ブチレン）からなる群より選ばれる少なくとも１種のものとし
た物が特に望ましい。
【００３６】
次に、加硫系で防音部材を得る場合は、再生ゴム、ブチルゴムとエチレン－プロピレン多
元共重合体をメインポリマーとし、低反発性を増す手段として、エチレン－プロピレン共
重合体、ポリイソブチレンを加え、ポリマー架橋密度を下げる手段が有効であり、逆に圧
縮永久歪を小さくするには、非加硫系と同様に熱可塑性エラストマーを併用する手段か、
エチレン－プロピレン多元共重合体を増量する手段が有効となる。
【００３７】
上記粘弾性ポリマー成分を非加硫系として用いるか、加硫系として用いるか、供用時の設
定厚みがいくらか等の供用条件等を考慮して、最適の組成とする必要がある。また、以下
に述べるようなゴム配合物を、供用条件により適宜混合することが望ましい。
【００３８】
（４－４）ゴム配合物
ゴム配合物としては、軟化剤、充填剤、粘着付与樹脂、その他の添加剤を例示することが
できる。軟化剤は、加工作業性を向上させると共に、低反発性や制振性を始めとする粘弾
性挙動やそれ等の発現温度域を調整し、粘弾性ポリマーや粘着付与樹脂との相溶性の調整
に重要な役割がある。軟化剤の具体例としては、パラフィン系プロセスオイル、ナフテン
系プロセスオイル、アロマティック系プロセスオイル等からなる石油系軟化剤、ストレー
トアスファルト、ブロンアスファルト、ポリブデン、各種液状ゴム、フタル酸誘導体、イ
ソフタル酸誘導体、アジピン酸誘導体、マレイン酸誘導体等を例示することができる。
【００３９】
充填剤は、硫酸バリウム、フェライト、酸化鉄等の高比重充填剤、ファーネスブラック、
チャンネルブラック、サーマルブラック、アセチレンブラック等のカーボン、微粉硅酸塩
、クレー、タルク、マイカ、グラファイト、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、
炭酸マグネシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム等を例示することができる
。
【００４０】
粘着付与樹脂は、粘弾性ポリマーの相溶性の調整により、粘弾性挙動の調整作用があり、
制振性のピーク温度の調整をする上で有効な成分である。粘着付与樹脂としては、ロジン
、変性ロジン、ロジン及び変性ロジンの誘導体、テルペン樹脂、脂肪族系炭化水素樹脂、
シクロペンダジエン樹脂、芳香族系石油樹脂、フェノール樹脂、アルキルフェノール－ア
セチレン樹脂、キシレン樹脂、クマロンインデン樹脂、ビニルトルエン－αメチルスチレ
ン共重合体等を例示することができる。
【００４１】
本発明においては、防音部材中に混入することにより、圧縮永久歪を受け難くする手段と
して、歪抑制材を用いることができる。歪抑制材としては、粉末ゴムやゴムチップ等を例
示することができる。粉末ゴムやゴムチップは、加硫ゴムを粉砕して得られる物で、ゴム
粒子１ヶ毎に粘弾性を示し、元の加硫ゴムが弾性に富んでいても、防音部材のポリマー中
に分散されているので衝撃を受けるとゴム粒子が各々衝撃を吸収しながら変形し、変形時
に変形抵抗成分として作用し、逆に変形終了後は形状の復元を行うが、粒子周囲のポリマ
ーに拘束されるので衝撃反力を誘発することはない。つまり、一定量以上の変形には抵抗
成分として働き、スペーサーとしての役割を行う。本発明では配合処方を組む上で、粉末
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ゴムは防音部材のポリマー成分として扱うより、充填材の一種として扱うほうがよい。
【００４２】
その他の添加剤としては、各種老化防止剤、加硫促進剤、加硫剤、加硫助剤があり、その
他にもシランカップリング剤、チタンカップリング剤等を例示することができる。
【００４３】
（４－５）形状等
防音部材は種々の形状に形成できる。かかる防音部材は、加硫系では低硬度で低反発の方
がよく、非加硫系では厚みが６ｍｍ以下で用いる方がよい。断面形状は平板状でも片面又
は両面に凸状にしても、無数に突起がある形状でもよい。形状により圧縮永久歪や衝撃緩
和効果に差が生じるので、最終的な実験で確認する必要がある。
【００４４】
（４－６）損失係数
防音部材自体は、損失係数が高い方がよく、損失係数を増す手段としては、熱可塑性エラ
ストマーを併用することにより、系内にハードセグメントの拘束成分を含有させることで
損失係数を増す作用が生じる。
【００４５】
（５）拘束層
防音部材の上下面の少なくとも一方に、防音部材と比べ相対的にヤング率の高い材質から
なる拘束層を積層して用いることができる。拘束層は、フィルム、シート又は箔からなる
ことができる。拘束層を設けることで、拘束型防音部材が形成され、損失係数は大きくな
る。
【００４６】
（６）粘着層
防音部材の上下面の少なくとも一方に設けることができる。特に、前述の拘束層の外側面
に粘着層を設けることで更に安定した制振効果が得られる。反発弾性も低減できるが、反
発弾性を低減する目的の場合は、０．３～１．５ｍｍの厚さの粘着層が好ましい。
【００４７】
（７）耐気体透過性層
防音部材の全周に、フィルム、シート又は箔からなる耐気体透過性層を囲着させることが
できる。
【００４８】
近年、住宅では、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、クロルピリホス等の揮発性有
機化合物（ＶＯＣ）対策が急がれている。対象となる化学物質は年々その数を増しており
、粘弾性体は全てが化学物質から構成されており、今後、供給者としては、ＶＯＣが室内
に揮散しない工夫も必要となる。このため、防音部材も、気体透過性の少ないフィルム、
シート、箔で全周を被覆することが好ましい。
【００４９】
このとき、フィルムは複数種の材質を積層した物の方が、フィルムの破損、耐気体透過性
の観点からは、より好ましい。
【００５０】
（８）防音床構造
防音部材、必要に応じて、拘束層、粘着層又は耐気体透過性層を、床基版と支持構造部材
との間に設けることによって施工する。防音部材は、建築分野以外にも、機械、船舶、車
輛等の振動の伝達を防止し、物体の振動を抑制し、振動の振幅を低減し、騒音を防止しよ
うとする部位に用いることができる。
【００５１】
図面を参照して、本発明をより一層詳細に説明する。
図１は本発明の１例の防音床構造の縦断面図である。図２は本発明の１実施例にかかる防
音部材を示し、（ａ）は平面図であり、（ｂ）はＡ－Ａ断面図である。図３は本発明の他
の実施例にかかる防音部材を示し、（ａ）は平面図であり、（ｂ）はＢ－Ｂ断面図である



(8) JP 4226397 B2 2009.2.18

10

20

30

40

50

。図４は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材を示し、（ａ）は平面図であり、（ｂ
）はＣ－Ｃ断面図である。
【００５２】
図５は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材を示し、（ａ）は平面図であり、（ｂ）
はＤ－Ｄ断面図である。図６は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材を示し、（ａ）
は平面図であり、（ｂ）はＥ－Ｅ断面図である。図７は本発明の更に他の実施例にかかる
防音部材を示し、（ａ）は平面図であり、（ｂ）はＦ－Ｆ断面図である。
【００５３】
図１に示すように、防音床構造１は、構造部材間の固定度が低い低固定度建物に用いられ
るものであり、床基版２と床基版２を支持する支持構造部材３と、床基版２と支持構造部
材３との間に、防音部材４を備えている。
【００５４】
防音部材４は、床基版２に衝撃が加わったときの衝撃力を緩和し、支持構造部材３への衝
撃力の振動伝達を抑制する。防音部材４は、ブチルゴム、再生ゴム、エチレン－プロピレ
ン共重合体、エチレン－プロピレン多元共重合体、ポリイソブチレン、部分架橋ブチルゴ
ム及び熱可塑性エラストマーからなる群より選ばれる少なくとも１種のポリマー成分から
得られており、防音部材４は、３５％以下の反発弾性率を有している。
【００５５】
図２に示すように、防音部材４は平板状であることができる。また、図３に示すように、
防音部材１４は、片面又は両面で、長辺方向に帯状の山部１５と溝部１６とを有すること
ができる。また、図４に示すように、防音部材２４は、片面又は両面に、多数の円形状突
起２５と谷部２６とを有することができる。
【００５６】
図５に示すように、防音部材３４は、片面又は両面に、拘束材層３７を有することができ
る。また、図６に示すように、防音部材４４は、片面又は両面で、拘束材層４７の外側に
粘着材層４８と離型紙４９とを設けることができる。図７に示すように、防音部材４，１
４等は、外周にフィルム５０等の耐気体透過性層を囲着させ防音部材５４とすることがで
きる。
【００５７】
【実施例】
　以下、図面を参照して、本発明を参考例及び比較例を示して説明する。
（参考例１）
　図１に示すような防音床構造を施工する。
　まず、図２（ａ）及び（ｂ）に示す防音部材を作製する。表１に示す配合例１で、非加
硫ポリマーをバンバリーミキサーで混練し、次いでローラーヘッダーにて５ｍｍ厚に圧延
してシート状とし、５ｍｍ厚×５０ｍｍ幅×９００ｍｍ長さの供試体を作る。
【００５８】
次いで、図１に示す床構造において、供試体を施工する。
床衝撃音測定室の開口部外周に、Ｉ型鋼梁と四隅のジョイントボックスで床梁を組み、対
向する長辺梁の中央に、Ｉ型小梁を連結し、前記供試体を梁短辺に設置し、ＡＬＣ床基版
１００ｍｍ厚×６００ｍｍ幅×１８２０ｍｍ長さを梁の短辺で支持して計６枚を設置した
後、ＡＬＣ固定治具で梁とＡＬＣを固定する。次いで、ＡＬＣ床基版上に２０ｍｍ厚×９
１０ｍｍ幅×１８２０ｍｍ長さのパーチクルボードをＡＬＣ床基版の長辺と長辺が直交す
る方向でＡＬＣ床基版にビス固定する。尚、下階天井は、独立天井とし、１２ｍｍ厚石膏
ボード１枚貼りとし、天井内は１００ｍｍ厚２４ｋグラスウールを全面敷きつめる。
【００５９】
（各種性能試験）
防音性能の測定は、ＪＩＳ－Ａ－１４１８－２に従い、衝撃源をバングマシンとして重量
床衝撃音の測定を行う。その結果を表２に示す。
反発弾性率は、供試体から１２．５±０．５ｍｍの円柱状の試験片を作り、ＪＩＳ－Ｋ－
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６２５５に従い５℃、標準状態、３５℃になる反発弾性試験を行って求める。その結果を
表２に併せて示す。
圧縮永久歪は、供試体から１２．５±０．５ｍｍ厚さ、直径２９．０±０．５ｍｍの円柱
状の試験片を作り、ＪＩＳ－Ｋ－６２６２に従って標準状態、１６８時間の圧縮永久歪試
験を行って求める。その結果を表２に併せて示す。
【００６０】
（参考例２）
　図１に示すような防音床構造を、図３（ａ）及び（ｂ）に示す防音部材を用いて製造す
る。
　まず、防音部材を作製する。表１に示す配合例２の材料をロールで混練し、プレス成型
により加硫して、山部厚み６ｍｍ谷部厚み２ｍｍ×５０ｍｍ幅×９００ｍｍ長さの防音部
材を作製する。次に、参考例１と同様に、防音部材をＩ型鋼梁とＡＬＣ床基版との間に入
れて、防音床構造を施工し、参考例１と同様に重量床衝撃音を測定する。結果を表２に示
す。
【００６１】
　他に、供試体からプレス成型で１２．５±０．５ｍｍ厚、外径２９．０±０．５ｍｍの
円柱状の試験片を作り、反発弾性試験用と圧縮永久歪試験用とに用いる。反発弾性試験と
圧縮永久歪試験を参考例１と同様に行う。結果を表２に示す。
【００６２】
（参考例３）
　図１に示すような防音床構造を、図４（ａ）及び（ｂ）に示す防音部材を用いて製造す
る。
　まず、防音部材を作製する。表１に示す配合例３の材料をロールで混練し、プレス成型
により加硫して、山部厚み６ｍｍ谷部厚み２ｍｍ×５０ｍｍ幅×９００ｍｍ長さの防音部
材を作製する。次に、参考例１と同様に、防音部材をＩ型鋼梁とＡＬＣ床基版との間に入
れて、防音床構造を施工し、参考例１と同様に重量床衝撃音を測定する。結果を表２に示
す。
【００６３】
　他に、供試体からプレス成型で１２．５±０．５ｍｍ厚、外径２９．０±０．５ｍｍの
円柱状の試験片を作り、反発弾性試験用と圧縮永久歪試験用とに用いる。反発弾性試験と
圧縮永久歪試験を参考例１と同様に行う。結果を表２に示す。
【００６４】
（参考例４）
　図１に示すような防音床構造を、図５（ａ）及び（ｂ）に示す防音部材を用いて製造す
る。
　まず、防音部材を作製する。表１に示す配合例４の非加硫ポリマーをバンバリーミキサ
ーで混練し、次いで、ローラーヘッダーにて５ｍｍ厚に圧延してシート状とし、５ｍｍ厚
×５０ｍｍ幅×９００ｍｍ長さの非加硫ポリマーを作り、片面粘着層付ポリエステルフィ
ルム５０μｍ厚を両面に貼付けて防音部材を作る。
【００６５】
　次に、参考例１と同様に、防音部材をＩ型鋼梁とＡＬＣ床基版との間に入れて、防音床
構造を施工し、参考例１と同様に重量床衝撃音を測定する。結果を表２に示す。
【００６６】
　また、参考例１と同様に、供試体を用いて１２．５±０．５ｍｍ厚、直径２９．０±０
．５ｍｍの円柱状の試験片を作り、反発弾性試験と圧縮永久歪試験を行う。その結果を表
２に示す。
【００６７】
（参考例５）
　図１に示すような防音床構造を、図６（ａ）及び（ｂ）に示す防音部材を用いて製造す
る。
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　参考例４において、供試体のポリエステルフィルムの片方の面に両面テープを貼り、残
る片方の面にブチルゴム系粘弾性体１ｍｍ厚を貼り、Ｉ型鋼梁面に両面テープ面を貼り、
ＡＬＣ床基版を載置固定する以外は参考例４と同様にして、防音床構造を施工する。参考
例１と同様に、重量床衝撃音の測定を行う。結果を表２に示す。なお、反発弾性と圧縮永
久歪は、配合例４の非加硫ポリマーが参考例４と共通であるので参考例４の値を用いる。
【００６８】
（参考例６）
　図１に示すような防音床構造を、図７（ａ）及び（ｂ）に示す防音部材を用いて製造す
る。
　参考例２において、供試体の外周を、耐気体透過性に優れたサランラップ（登録商標）
フィルムでシールし、Ｉ型鋼梁とＡＬＣ床基版との間に設置固定する以外は参考例２と同
様にして防音床構造を施工する。参考例１と同様に重量床衝撃音を測定する。結果を表２
に示す。反発弾性と圧縮永久歪は、配合例２の加硫ポリマーと共通であるので参考例４の
値を用いる。
【００６９】
（比較例１）
表１に示す配合例５の材料をロールで混練し、プレス成型で加硫し、図３（ａ）及び（ｂ
）に示す山部厚み６ｍｍ谷部厚み２ｍｍ×５０ｍｍ幅×９００ｍｍ長さの振動絶縁材を作
製する。
【００７０】
この振動絶縁材からプレス成型で１２．５±０．５ｍｍ厚、外径２９．０±０．５ｍｍの
円柱状の試験片を作り、反発弾性試験用と圧縮永久歪試験用とに用いる。
【００７１】
　参考例１において、振動絶縁材をＩ型鋼梁とＡＬＣ床基版の間に入れる以外は参考例１
と同様にして床構造を施工する。参考例１と同様にして重量床衝撃音を測定する。結果を
表２に示す。
【００７２】
【表１】
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ＳＢＳ：スチレン系熱可塑性エラストマーで、スチレン－ブタジエン－スチレンを示す。
ＳＥＢＳ：スチレン系熱可塑性エラストマーで、スチレン－エチレン－ブチレン－スチレ
ンを示す。
ブチルゴム＃２６８：日本ブチル（株）製
ＥＰＴエスプレン５０５Ａ：住友化学工業（株）製
ＮＲ＃３：天然ゴムのスモークドシートＲＳＳ３のグレード
カーボンＨＡＦ：ファーネスブラック粒経２６～３５μｍ
亜鉛華＃３：フランス法３号亜鉛華（ＺｎＯ）
エクストンＫ－１：加工助剤、川口化学（株）製、高分子脂肪酸のエステルとフィラーの
混合物
エクストンＬ－２：加工助剤、川口化学（株）製、脂肪酸の亜鉛塩
硫黄＃３２５：微粉イオウ　３２５メッシュ
ＰＥＧ＃４０００：ポリエチレングリコール
促進ＴＴ：テトラメチルチウラムジスルフィド
促進ＤＭ：ジベンゾチアジルジスルフィド
促進ＥＺ：ジエチルジチオカルバミン酸亜鉛
バルノックＲ：モルホリン・ジスルフィド、大内新興化学工業（株）製
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促進ＰＺ：ジメチルジチオカルバミン酸亜鉛
促進ＢＺ：ジブチルジチオカルバミン酸亜鉛
促進ＴＲＡ：ジペンタメチレンチウラムテトラスルフィド
促進ＴＢＢＳ：Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルベンゾチアゾール－２－スルフェンアミド
【００７３】
【表２】
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【００７４】
　以下、表１及び２を参照して、参考例の結果について説明する。
　参考例１の防音床構造は、防音部材が、通常のゴムで作った比較例１のものと比べ非加
硫ゴムであり、反撥率が低く、感温性も少なく、重量床衝撃音も低減できている。
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【００７５】
　参考例２は、防音部材がブチル再生ゴム１００％の加硫ゴムであり、反撥率が低く、感
温性も低く、重量床衝撃音も大きく改善され、かつ騒音が全周波数で低減できている。
【００７６】
　参考例３は、防音部材がブチル／ＥＰＴの加硫ゴムで反撥率の許容限界に近い３２％の
場合である。この例も、比較例１と比べ重量床衝撃音の改善が大きいことが判る。他の参
考例と比べれば改善度はやや劣るものの騒音の全周波数域での改善が見られる。
【００７７】
　参考例４は、防音部材がブチル再生ゴムと熱可塑性ポリマーの混合で非加硫ゴムの場合
である。反撥率が低く、感温性も少なく、重量床衝撃音の改善効果も高いことが判る。
【００７８】
　参考例５は、参考例４での防音部材のＡＬＣ床版側にブチルゴム系粘弾性体１ｍｍを積
層していることもあって、参考例４よりも更に重量床衝撃音の改善ができている。
【００７９】
　参考例６は、参考例２での振動絶縁材の外周にサランラップ（登録商標）フィルムでシ
ールした場合であるが、ゴム臭を防止でき、重量床衝撃音は参考例２と変化はなく、良好
であった。
【００８０】
以上より、所定の材質からなる低反撥弾性率の防音部材は、通常のゴムに比べると大きな
重量床衝撃音の低減効果があり、かつ騒音の全周波域を安定して低減できることが判る。
【００８１】
【発明の効果】
本発明によれば、床基版と支持構造部材との間の防音部材が、所定の材質からなる低反発
挙動及び低感温性を示すので、床衝撃力の緩和、床基版からの低周波帯域の放射音の低減
、及び支持構造部材への振動伝達の抑制が安定して発揮される。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の１例の防音床構造の縦断面図である。
【図２】　（ａ）は本発明の１実施例にかかる防音部材の平面図であり、（ｂ）は（ａ）
のＡ－Ａ断面図である。
【図３】　（ａ）は本発明の他の実施例にかかる防音部材の平面図であり、（ｂ）は（ａ
）のＢ－Ｂ断面図である。
【図４】　（ａ）は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材の平面図であり、（ｂ）は
（ａ）のＣ－Ｃ断面図である。
【図５】　（ａ）は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材の平面図であり、（ｂ）は
（ａ）のＤ－Ｄ断面図である。
【図６】　（ａ）は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材の平面図であり、（ｂ）は
（ａ）のＥ－Ｅ断面図である。
【図７】　（ａ）は本発明の更に他の実施例にかかる防音部材の平面図であり、（ｂ）は
（ａ）のＦ－Ｆ断面図である。
【符号の説明】
１　防音床構造
２　床基版
３　支持構造部材
４，１４，２４，３４，４４，５４　防音部材
１５　山部
１６　溝部
２５　円形状突起
２６　谷部
３７，４７　拘束材層
４８　粘着材層
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４９　離型紙
５０　フィルム

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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